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   第 ２ 回   熊本県議会  総務常任委員会会議記録 

 

令和７年４月21日(月曜日) 

            午前９時59分開議 

            午前11時24分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

令和７年度主要事業等の説明 

   ――――――――――――――― 

出 席 委 員(８人) 

        委 員 長 中 村 亮 彦 

        副委員長 前 田 敬 介 

        委  員 池 田 和 貴 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 渕 上 陽 一 

        委  員 増 永 慎一郎 

        委  員 橋 口 海 平 

        委  員 堤   泰 之 

欠 席 委 員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

知事公室 

         公室長 深 川 元 樹 

      政策審議監 阿 南 周 三 

危機管理監 鳥 井 薫 順 

国際・くまモン局長 櫟 本 麻 理        

       政策調整監 中 川 太 介 

        秘書課長 田 浦 貴 久 

        広報課長 大 谷 智 子 

    危機管理防災課長 井 上 雄一朗 

        国際課長 䭾 仲 範 恭 

      くまモン課長 山 田      崇 

 総務部 

         部 長 千 田 真 寿 

  理事兼県央広域本部長 

   兼市町村・税務局長 橋 本 誠 也 

 総括審議員兼政策審議監 坂 野 定 則 

      総務私学局長 工 藤   晃 

        人事課長 寺 本 和 央 

  首席審議員兼財政課長 元 田 啓 介 

    県政情報文書課長 大 石 顕 寛 

      総務厚生課長 帆 足 朋 和 

      財産経営課長 有 田 知 樹 

      私学振興課長 松 村 加奈子 

 首席審議員兼市町村課長 藤 由   誠 

      消防保安課長 楠   ゆみ子 

        税務課長 内 村 秀 之 

企画振興部 

         部 長 富 永 隼 行 

理 事 

(デジタル戦略担当) 

   兼デジタル戦略局長 阪 本 清 貴 

         理 事 

  (球磨川流域復興担当) 

  兼球磨川流域復興局長 府 高   隆 

総括審議員兼政策審議監  

兼地域振興 

・世界遺産推進局長 柴 田 英 伸 

土木技術審議監 有 働 人 志 

  首席審議員兼企画課長 受 島 章太郎 

首席審議員 

兼地域振興課長 若 杉 久 生 

阿蘇草原再生 

・世界遺産推進課長 吉 田 二 浩 

      交通政策課長 牧 野 記 大 

空港アクセス鉄道 

      整備推進課長 宮 原 尚 孝 

   統計調査課長 上 野 成 也 

  デジタル戦略推進課長 大 村 克 之 

    システム改革課長 四方田 亨 二 

 球磨川流域復興局政策監 甲 斐 奈美枝 

 出納局 

  会計管理者兼出納局長 野 中 眞 治 

       会計課長 小 夏   香 

      管理調達課長 阿 南 秀 二 

 人事委員会事務局 

         局 長 城 内 智 昭 
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       公務員課長 森   亮 子 

 監査委員事務局 

         局 長 井 藤 和 哉 

         監査監 石 井 利 幸 

監査監 天 野 誠 史 

監査監 河 野 秀 明 

議会事務局 

     次長兼総務課長 鈴   和 幸 

        議事課長 下 﨑 浩 一 

      政務調査課長 坂 本 誠 也 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 吉 村 修 一 

     政務調査課主幹 時 吉 啓 通 

――――――――――――――― 

  午前９時59分開議 

○中村亮彦委員長 ただいまから第２回総務

常任委員会を開会いたします。 

 まず、開会に当たりまして、一言御挨拶を

申し上げます。 

 さきの委員会で委員長に選任いただきまし

た中村でございます。 

今後１年間、前田副委員長とともに、誠心

誠意、円滑な委員会運営に努めてまいりたい

と思っておりますので、どうぞよろしくお願

い申し上げます。 

 委員各位におかれましては、御指導、御鞭

撻をいただきますようよろしくお願いしま

す。 

 また、執行部の皆様方におかれましても、

御協力のほどよろしくお願いいたします。 

 簡単でございますが、御挨拶に代えさせて

いただきます。 

 続いて、前田副委員長から挨拶をお願いし

ます。 

 

○前田敬介副委員長 さきの委員会で副委員

長に選任していただきました前田でございま

す。 

今後１年間、中村委員長を補佐し、一生懸

命円滑な委員会運営に努めてまいりたいと思

いますので、どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 各委員の皆様、そして執行部の皆様、御協

力をよろしくお願いいたします。 

 簡単でございますが、御挨拶に代えさせて

いただきます。よろしくお願いします。 

 

○中村亮彦委員長 今回は、執行部を交えて

の初めての委員会でありますので、初めに執

行部の幹部職員の自己紹介をお願いします。 

 課長以上については、自席からの自己紹介

とし、審議員ほかについては、お手元にお配

りしております役付職員名簿により紹介に代

えさせていただきます。 

 それでは、深川知事公室長から、役付職員

名簿の順番により、自席から自己紹介をお願

いします。 

   (知事公室長～政務調査課長の順に自己

紹介) 

○中村亮彦委員長 ありがとうございまし

た。１年間このメンバーで審議を行いますの

で、よろしくお願いいたします。 

 それでは、主要事業等の説明に入ります。 

 まず、主要事業等について執行部の説明を

求めた後、一括して質疑を受けたいと思いま

す。 

 なお、執行部からの説明及び質疑応答は、

効率よく進めるために、着座のまま簡潔にお

願いします。 

 それでは、知事公室から順次説明をお願い

します。 

 

○中川政策調整監 知事公室付でございま

す。 

 ５ページをお願いいたします。 

 １の重要政策調整事業は、知事によるトッ

プマネジメントを補佐し、県政の重要課題等

に必要な調査等を行う事業でございます。 

 ２の新聞クリッピング事業は、新聞記事に
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掲載される県政運営に関する情報収集に要す

る経費でございます。 

 知事公室付は以上です。 

 

○田浦秘書課長 秘書課でございます。 

 ６ページをお願いいたします。 

 主要事業として秘書課の管理運営を上げて

ございますけれども、これは、二役のサポー

トを行うものでございまして、具体的には、

二役の旅費等の経費でございます。 

 秘書課は以上でございます。 

 

○大谷広報課長 広報課でございます。 

 ７ページをお願いいたします。 

 １の広報事業でございますが、テレビ、ラ

ジオ、広報紙、新聞、電子媒体、ＳＮＳによ

り、県内外に向けて県の施策や魅力などを発

信するための事業を実施いたします。 

 また、(6)の世界に開かれた熊本広報事業

は、新規事業としまして、関係各課と連携

し、台湾等の海外において、現地メディアや

ＳＮＳ等の活用により、外国人向けに情報発

信をし、本県の認知度向上、イメージアップ

を図るものです。 

 下の２、報道・広聴事業等でございます

が、記者会見や報道資料などによる情報提供

を行う報道対応、県政に関する提言や意見を

県政へ反映していく広聴事業等を実施いたし

ます。 

 なお、広聴事業のうち、知事が県内市町村

に出向き、県民と直接対話を行うお出かけ知

事室は、昨年度は県民対話事業として実施し

ておりましたため、新規の扱いとしておりま

す。 

 広報課は以上です。 

 

○井上危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 ９ページをお願いいたします。 

 当課では、危機管理防災体制の充実強化の

ため、各種事業を実施いたします。 

 まず、(2)の防災対策費及び総合防災訓練

実施事業費では、防災会議や総合防災訓練を

実施いたします。 

 (4)地域防災力強化事業では、地域防災リ

ーダーとなる防災士の育成や自主防災組織の

活動支援などを行います。 

 (6)防災センター展示・学習室運営事業で

は、本県の自然災害の経験や教訓を伝える防

災センター１階の展示・学習室を運営いたし

ます。 

 (9)九州広域防災拠点強化整備事業では、

南海トラフ地震を想定した訓練の実施など、

広域応援の体制確保を図ります。 

 10ページの(11)防災情報通信基盤整備事業

では、衛星通信設備の整備及び防災行政無線

設備の浸水対策を実施いたします。 

 危機管理防災課は以上です。 

 

○䭾仲国際課長 国際課です。 

 11ページをお願いします。 

 １、国際交流等の推進でございます。 

 本県と姉妹提携関係にある地域などを対象

に、国際交流や国際貢献を推進するほか、知

事のトップセールスによる本県の認知度向上

や経済交流促進を図ってまいります。 

 説明欄、(1)姉妹友好交流事業は、相互理

解を促進し、民間を含めた幅広い国際交流活

動の実現を図る事業でございます。 

 (2)海外戦略トップセールス事業は、知事

のトップセールスにより、インバウンド促進

や海外路線誘致等、戦略的に海外展開を行う

事業でございます。 

 次に、12ページ、２、多文化共生社会の推

進でございます。 

 地域住民と在住外国人が共に安心して生活

できる多文化共生社会の実現を目指し、県民

に向けた多文化共生意識の醸成や関係機関と

の連携促進を図ってまいります。 

 説明欄、(1)熊本県外国人サポートセンタ
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ー運営事業は、在住外国人や地域住民からの

生活全般に係る相談のワンストップ窓口とし

て、多言語対応の外国人サポートセンターを

運営する事業でございます。 

 (2)市町村多文化共生伴走型支援事業は、

多文化共生に対する関心は高いものの、具体

的な解決策に悩む市町村にコーディネーター

を派遣し、伴走支援するとともに、モデルと

なる市町村を生み出し、横展開を目指す事業

でございます。 

 国際課は以上です。 

 

○山田くまモン課長 くまモン課でございま

す。 

 13ページをお願いいたします。 

 １のくまモンの使用許可及び管理運営でご

ざいます。 

 説明欄、(1)は、くまモンのイラスト利用

許諾事務の委託事業、(2)は、県内外でのイ

ベント等にくまモン隊を出動させる経費でご

ざいます。 

 次に、２のくまモンを活用した情報発信及

びプロモーションでございます。 

 説明欄、(1)くまモン活用熊本ＰＲ事業

は、くまモンの人気を生かし、誕生祭など、

県内外でのイベント開催やＳＮＳ等で熊本の

魅力を発信する事業でございます。 

 (2)くまモン海外プロモーション推進事業

は、くまモンの海外出動や海外向け動画制作

配信など、海外プロモーションを行う事業で

ございます。 

 (3)くまモン世界展開推進事業は、新規事

業となります。海外における熊本ファン拡大

及び熊本の認知度向上のため、くまモンワー

ルドツアーを開催するなど、より一層のくま

モンの世界展開を図る事業でございます。 

 14ページをお願いいたします。 

 ３のくまモンランド化構想の推進でござい

ます。 

 説明欄、(1)くまモンランドプロモーショ

ン事業は、こちらも新規事業となります。 

くまモンと熊本の魅力をセットにした効果

的なプロモーションを行い、国内外での熊本

ファン拡大及び県内への誘客を図る事業でご

ざいます。 

 くまモン課は以上になります。 

 

○寺本人事課長 人事課でございます。 

 15ページをお願いします。 

 １の「くまもと新時代」の実現に向けた組

織体制の整備及び人材の確保についてでござ

います。 

 (1)の組織体制の整備につきましては、総

合戦略に基づく取組を力強く推進していくた

めに必要な組織体制を整備してまいります。 

 また、複雑・多様化する行政需要に対応し

ていくため、既存の組織体制の見直しに加

え、業務の効率化や職員の働き方の見直しを

進めてまいります。 

 (2)の人材の確保につきましては、昨年度

策定しました定員管理の基本方針に基づき、

半導体関連産業の集積に関する取組強化など

の新たな行政需要に対応するため、令和10年

度までの４年間において、定員管理方針に定

めた職員目標数を維持することとし、多様な

手法による人員の確保、採用を進めてまいり

ます。 

 下のページ、２の勤務環境の整備と健康管

理については、県政の重要課題に継続して対

応できるよう、職員一人一人が働きやすい勤

務環境を整備するとともに、長時間勤務を縮

減することにより、職員の心身の健康を確保

してまいります。 

 (1)の勤務環境の整備につきましては、勤

務時間をずらすことができる特例勤務や時差

出勤、また、在宅勤務の活用など、多様な働

き方を実現できる職場づくりを推進してまい

ります。 

 あわせて、男性職員の育休取得を促進する

ハッピーシェアウィークスの取組や育休サポ
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ート職員の任用など、ワーク・ライフ・バラ

ンスを実現できる環境を整備してまいりま

す。 

 (2)の健康管理につきましては、職員の心

身の健康を維持するため、全庁的な業務改善

の取組や所属内の業務量の平準化、勤務間イ

ンターバルの確保などにより、長時間勤務の

縮減を図ってまいります。 

 また、パワハラ、セクハラなどに加え、カ

スタマーハラスメントを含め、あらゆるハラ

スメントについて、相談体制や研修の充実な

どを行い、その防止に努めてまいります。 

 人事課は以上です。 

 

○元田財政課長 財政課でございます。 

 17ページをお願いいたします。 

 改めまして、今年度当初予算の概要でござ

います。 

 予算編成の基本的な考え方につきまして

は、繰り返しになりますけれども、昨年12月

に策定しましたくまもと新時代共創基本方針

を踏まえまして、各分野の施策を力強く推進

あるいは加速するような編成を行ってきたと

ころでございます。 

 当初予算の特色につきましては、この基本

方針にも掲げております４つの柱、１つ目

「こどもたちが笑顔で育つ熊本｣、２「世界

に開かれた活力あふれる熊本｣、３「いつま

でも続く豊かな熊本｣、４「県民の命、健

康、安全・安心を守る｣、この４点に沿いま

して予算も集計しております。 

 この結果、17ページ、下段になりますけれ

ども、今年度の当初予算につきましては、昨

年の肉づけ予算比につきまして113億5,200万

円の減、8,447億9,700万円を計上したところ

でございます。 

 下の18ページをお願いいたします。 

 過年度の当初予算規模の推移を入れており

ます。 

一番右側が今年度当初予算でございますけ

れども、熊本地震ですとか、令和２年７月豪

雨等の対応もありまして、予算高い時期ござ

いましたけれども、７年度当初予算につきま

しては、過去６番目の高さという状況でござ

います。 

 最後、参考の２で財政調整用４基金残高の

推移を入れておりますけれども、７年度につ

きましても、例年と同様、約80億円を確保す

るという形で予算編成を行ったところでござ

います。 

 財政課は以上でございます。 

 

○大石県政情報文書課長 県政情報文書課で

ございます。 

 19ページをお願いいたします。 

 １の行政文書の適正な管理につきまして

は、条例に基づきまして、行政文書の適正な

管理等を図ります。また、文書管理システム

を活用して、庁内の電子決裁等を推進してま

いります。 

 ２のＤＸによる行政文書管理の効率化につ

きましては、調査業務により、電子文書を総

合的、効率的に管理する仕組みの構築を検討

いたします。 

 ３の情報公開・個人情報保護の推進につき

ましては、条例及び法律に基づきまして、開

示請求等に係る各所属への助言を行うほか、

情報プラザ等による県政情報の提供を行いま

す。 

 ４の熊本県立大学への支援につきまして

は、県立大学が業務を確実に実施できるよ

う、財源の一部として、運営費交付金を交付

します。通常の業務運営に必要な経費に加え

まして、(1)から(4)に掲げております経費を

交付いたします。 

 なお、(4)の大規模修繕に要する経費は、

空調設備の更新に係るものでございます。 

 県政情報文書課は以上です。 

 

○帆足総務厚生課長 総務厚生課でございま
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す。 

 20ページをお願いいたします。 

 １の庶務事務の集中処理でございますが、

庶務事務の効率化を図るために、諸手当認

定、旅費、報酬事務等の集中処理を行ってお

ります。集中処理の対象事務及び対象期間

は、資料に記載のとおりです。 

 ２の職員の健康支援でございますが、心と

体の健康管理として、各種の健康診断やスト

レスチェックをはじめ、その結果に基づく事

後指導等を実施しております。 

 また、長時間勤務による健康障害の防止や

メンタルヘルス対策のため、産業医による所

属長への助言指導や職員への面接による保健

指導などを実施しております。 

 総務厚生課は以上です。 

 

○有田財産経営課長 財産経営課です。 

 21ページをお願いいたします。 

 上段の県庁舎等の保全及び維持管理につい

ては、県庁舎、地域振興局などの庁舎の清掃

や保守点検、光熱水費などに加えまして、カ

スタマーハラスメント対策として、固定電話

に通話録音装置を導入する経費を計上してお

ります。 

 下段の県有財産の適正管理及び有効活用に

つきましては、熊本総合庁舎跡地や熊本土木

事務所跡地などの県有財産の利活用や県有建

築物の長寿命化対策に要する経費を計上して

おります。 

 財産経営課は以上です。 

 

○松村私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 22ページをお願いします。 

 １の私立学校の運営支援についてですが、

(1)の私立高等学校等経常費助成費補助は、

私立学校の教育条件や経営健全性の維持向上

のため、教員の人件費や教育研究経費等の経

常的経費を助成するものです。 

 ２の私立学校の生徒・保護者の経済的負担

軽減についてですが、(1)の私立高等学校等

就学支援金事業は、私立高校生等の授業料負

担軽減のため、保護者の所得に応じ、授業料

負担を支援するものです。 

 ３のグローバル社会で活躍できる人材の育

成についてですが、(1)の国際教育支援事業

は、半導体関連工場の進出等に伴い、外国人

生徒を受け入れるための環境整備に取り組む

私立学校に対して助成するものです。また、

海外進学留学に総合的に対応できる支援体制

を整備するものです。 

 ４の宗教法人法に基づく事務の適正な遂行

についてですが、(1)の宗教法人指導事務費

は、法に基づく認証事務等の適切な遂行及び

不活動宗教法人対策の取組を進めるもので

す。 

 私学振興課は以上です。 

 

○藤由市町村課長 市町村課でございます。 

 23ページをお願いいたします。 

 項目１の市町村行の財政基盤の強化のう

ち、(1)広域本部・地域振興局政策調整事業

は、広域本部、振興局の判断で各地域の課題

解決に向けた取組を迅速かつ機動的に行える

よう、枠予算として各350万円を措置してい

るものでございます。 

 (2)の権限移譲事務市町村交付金は、県か

らの権限移譲事務、例えば、パスポートの発

給ですとか、農地転用許可等になりますが、

これらを担う市町村に事務経費相当分の交付

金を支給するものでございます。 

 (3)の市町村行政サービス維持向上支援交

付金は、人口減少や公共施設の老朽化等、こ

れを長期的かつ客観的なデータを用いて見え

る化した上で、これらを基礎に、将来にわた

り安定的な行政サービスを提供するための体

制の維持や強化の方策を検討、実施する市町

村を支援するため、その事務経費等の一部を

交付金として支給するものでございます。 
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 (4)市町村との人事交流の促進は、県と市

町村双方の人材育成や連携強化を図るための

人事交流経費となっております。 

 項目２、選挙の執行の(1)参議院議員選挙

費は、来る７月に任期満了を迎える参議院議

員選挙事務の執行に係る投開票経費の市町村

への交付金、また、候補者ポスターに係る選

挙公営費など、全額国費の選挙運営費となっ

ております。 

 選挙管理委員会として、周知啓発も含めた

選挙事務の適正な執行を図ってまいります。 

 市町村課は以上でございます。 

 

○楠消防保安課長 消防保安課でございま

す。 

 24ページをお願いします。 

 １の防災消防ヘリによる防災体制の充実・

強化は、防災消防航空隊の活動及び防災消防

ヘリコプターの安全運航のため、体制の確保

及び機体の維持整備を行うものです。 

 ２の消防力強化の推進は、消防を取り巻く

環境変化に対し、必要な水準を確保するた

め、消防団員の加入促進など、市町村の消防

体制強化を推進するとともに、消防本部の消

防指令共同化の取組を支援するため、交付金

の支給を行うものです。 

 ３の救急安心センターの運営は、急なけが

や病気をした際に、医療機関受診の必要性等

を助言する電話相談窓口、シャープ7119につ

いて、24時間対応できるよう体制を拡充し、

県民の安全、安心等につなげます。 

 ４の消防学校の機能強化は、消防職員等の

教育訓練環境の充実及び大規模災害等への対

応強化を図るため、消防学校の本館及び寄宿

舎の整備等を行うものです。 

 消防保安課は以上です。 

 

○内村税務課長 税務課でございます。 

 25ページをお願いします。 

 項目１、県税収入の確保ですが、令和７年

度県税収入は、都道府県間で清算される地方

消費税を除き、昨年度当初予算から120億円

増の約1,448億円と見込んでおります。 

 都道府県間による清算後の地方消費税の額

は、昨年度比43億円増の約921億円を見込ん

でいます。 

 税収確保に向け、適正かつ公平な賦課徴収

に取り組みます。 

 項目２、ふるさと納税の取組展開です。 

 ふるさと納税で寄附してくださった方々へ

のフォローアップにより、本県への継続的な

支援につなげ、県産品の魅力を発信し、新た

な寄附者の獲得を図ります。 

 また、最後の行、体験型返礼品とは、例え

ば宿泊券や旅行券などでございますが、こう

した返礼品を活用し、熊本への人の流れの加

速化を目指してまいります。 

 税務課は以上です。 

 

○受島企画課長 企画課でございます。 

 26ページをお願いします。 

 １の知事会等活動費は、全国知事会、九州

地方知事会での広域的な課題についての協議

や国への施策提言などの取組を行うものでご

ざいます。 

 ２のＳＤＧｓ推進事業は、ＳＤＧｓに積極

的に取り組みます企業などを見える化する県

の登録制度の運用を行うとともに、取組のさ

らなる質の向上を目指しますくまもとＳＤＧ

ｓアワードを実施するものでございます。 

 ３の企業版ふるさと納税マッチング促進事

業は、企業版ふるさと納税制度の寄附獲得に

向けました県外企業への働きかけを行います

委託事業でございます。 

 ４の大阪・関西万博自治体催事出展事業

は、今年９月の九州７県合同での大阪・関西

万博への出展事業になります。 

 共通ブースでは、九州の魅力を発信いたし

ますとともに、本県ブースにおきましては、

阿蘇の魅力、世界的な価値を発信、草原の維



第２回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録（令和７年４月21日) 

 - 8 - 

持再生及び世界文化遺産登録に向けた機運醸

成を図るものでございます。 

 ５の国家戦略特区推進事業につきまして

は、熊本県では、昨年６月に産業拠点形成を

目的といたしました特区指定を受けておりま

すが、今後、ほかの区域で実施しておられま

す取組の横展開や新たな規制改革などにつき

まして国への提案を行うなど、本県の産業競

争力強化や地方創生を推進するものでござい

ます。 

 企画課は以上です。 

 

○若杉地域振興課長 地域振興課でございま

す。 

 27ページをお願いします。 

 １の移住定住の促進は、移住相談窓口の設

置やＳＮＳ等を活用した情報発信など、本県

への移住、定住の促進等に要する経費です。 

 ２のくまもと未来づくりスタートアップ事

業は、地域団体や市町村等による地域活性化

の取組への支援や地域未来創造会議の議論等

を踏まえた市町村支援、広域本部、地域振興

局による地域振興の推進等に要する経費で

す。 

 昨年度までの地域づくりチャレンジ推進事

業の内容を引き継ぐとともに、地域未来創造

会議を踏まえた支援事業を追加しておりま

す。 

 ３の地域未来創造会議は、市町村との連携

を強化し、地域ごとの個性ある経済振興を推

進するため、地域未来創造会議を設置し、市

町村等と地域の未来像を共に描き、地域振

興、経済振興、観光振興を推進するもので

す。 

 ４の水俣・芦北地域の振興の(1)「環境首

都」水俣・芦北地域創造事業は、水俣病特措

法の救済措置の方針を踏まえ、環境負荷を少

なくしつつ、経済発展する新しい形の地域づ

くりの実現に向けた市町の取組の支援等を行

うものです。 

 (2)水俣・芦北地域重点施策課題解決推進

事業は、第七次水俣・芦北地域振興計画にお

ける市町の重点施策について、計画期間内の

課題解決に向けた市町の取組の支援等を行う

ものです。 

 28ページをお願いします。 

 ５の御所浦・湯島地域の活性化推進の(1)

御所浦地域活性化推進事業は、宿泊型マラソ

ン大会等の観光の目玉づくりや空き家を活用

した移住促進等の取組を支援するものです。 

 (2)湯島活性化推進事業は、峯公園の環境

整備や商店等の生活基盤整備等を支援するも

のです。 

 ６の被災住宅移転促進宅地整備受託事業

は、令和２年７月豪雨により甚大な被害を受

けた球磨村の住民等の移転先となる同村渡地

区の避難路整備等について、県が同村から受

託して実施するものです。 

 地域振興課は以上です。 

 

○吉田阿蘇草原再生・世界遺産推進課長 阿

蘇草原再生・世界遺産推進課でございます。 

 29ページお願いします。 

 １の阿蘇の草原再生です。 

 (1)阿蘇草原再生事業は、野焼き後継者の

育成や放棄地及び野焼き継続が困難な牧野に

おける野焼き再開、継続支援を行うもので

す。 

 (2)持続可能な草原維持システム構築推進

事業は、阿蘇の草原を将来世代へ継承するた

め、野焼きの担い手や資金の確保、ＩＣＴ等

の活用による作業の省力化などの取組への支

援を行うものです。 

 ２の世界文化遺産登録推進事業は、阿蘇の

世界文化遺産登録に向けた取組や県内の既に

登録されている遺産の保全と活用を推進する

ものです。 

 阿蘇草原再生・世界遺産推進課は以上で

す。 
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○牧野交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 30ページをお願いいたします。 

 １の地域交通企画調整事業につきまして

は、地域の公共交通ネットワークを維持、確

保いたしまして、県民生活を支えるために、

鉄道、路線バスなどの地域の実情に応じた取

組について、国、それから沿線市町村と連携

して支援を行うものでございます。 

 主な取組といたしましては、(1)から(5)に

掲げておりますけれども、このうち(5)の渋

滞解消推進といたしまして、昨年度、県、そ

れから熊本市職員で試験的に実施いたしまし

た時差出勤などの通勤行動の変容を図る取組

につきまして、今年度は民間企業などへの取

組を拡大して進めてまいりたいというふうに

考えてございます。 

 次に、２の肥薩おれんじ鉄道関連事業につ

きましては、並行在来線である肥薩おれんじ

鉄道の安全、安定的な運行のために、鉄道基

盤の整備、それから維持に関する費用につき

まして、沿線市町と鹿児島県と連携をして支

援を行うものでございます。 

 ３の鉄道災害復旧支援事業につきまして

は、令和２年７月豪雨で甚大な被害を受けま

したくま川鉄道の災害復旧に係る費用の支援

を行うものでございます。 

 続いて、31ページをお願いします。 

 上段の４、阿蘇くまもと空港関連事業につ

きましては、阿蘇くまもと空港の拠点性、そ

れから利便性の向上を図るため、国内線、そ

れから国際線の新規路線の誘致活動ですとか

既存路線の維持、また、利用促進などを行っ

ていくものでございます。 

 主な取組としまして、(1)から(3)に掲げて

ございますけれども、空港の運営会社である

熊本国際空港株式会社や関係機関と連携をい

たしまして、国内線、それから国際線ネット

ワーク強化、それから利用促進に努めてまい

ります。 

 最後に、５の地域航空推進事業につきまし

ては、天草エアラインの安全かつ安定的な運

航が維持されるよう、機体整備に係る費用を

地元市町と連携して支援するとともに、利用

促進協議会を中心に利用促進に取り組むもの

でございます。 

 交通政策課は以上でございます。 

 

○宮原空港アクセス鉄道整備推進課長 空港

アクセス鉄道整備推進課でございます。 

 32ページをお願いいたします。 

 １の阿蘇くまもと空港アクセス鉄道整備調

査検討事業は、阿蘇くまもと空港へのアクセ

ス改善を図るため、空港アクセス鉄道の事業

化に向け、具体的な鉄道の設計検討等に取り

組むものでございます。 

 ２の熊本都市圏鉄道ネットワーク強化推進

事業は、ＪＲ豊肥本線の混雑緩和や、自家用

車から公共交通への利用転換による周辺道路

の渋滞解消などを図るため、ＪＲ豊肥本線の

輸送力強化による効果等について調査検討を

行うものでございます。 

 空港アクセス鉄道整備推進課は以上です。 

 

○上野統計調査課長 統計調査課でございま

す。 

 33ページをお願いいたします。 

 １の委託統計調査の実施でございますが、

国から委託を受け、５年に１度の周期調査で

ある国勢調査をはじめ、来年度実施します経

常調査に取り組みます。 

 (1)の①令和７年国勢調査は、10月１日を

基準日として、日本に住む全ての人と世帯を

対象とした最も重要な調査でございます。統

計調査員の活動を含む調査の円滑かつ確実な

実施のため、国、市町村と連携した広報等に

取り組んでまいります。 

 ②令和８年経済センサス・活動調査準備業

務は、令和８年６月１日を基準日として、企

業や事業所の経済活動の状態を明らかにする
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もので、今年度は、実施に向けた市町村を対

象とする説明会の開催など、準備業務に取り

組んでまいります。 

 (2)の経常調査は、労働力調査など、記載

の６調査を本年度も実施します。 

 下のページの２の県単独調査等の実施でご

ざいますが、推計人口の調査や県民経済計算

等加工統計の作成及び統計資料の刊行、ホー

ムページ等での情報提供を行います。 

 また、(1)令和７年度、新規の統計データ

利活用推進事業においては、県民、事業者、

職員が利活用しやすいデータ提供体制を整備

するため、誰もがインターネット等を通じて

容易に利用や加工等ができるよう、公表用デ

ータの在り方やオープン化の手法を検討し、

統計データのオープンデータ化を促進しま

す。 

 統計調査課は以上です。 

 

○大村デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 35ページをお願いします。 

 まず、１の電子自治体推進事業は、県と市

町村が共同利用している電子申請受付システ

ム等の運用、管理を行うものでございます。

今年度、11のシステムを共同で運用しており

ます。 

 ２の行政デジタル化推進事業は、県の行政

手続のオンライン化や市町村のデジタル化を

推進するため、民間デジタル人材の派遣や職

員研修等を行うものでございます。 

 ３のくまもとＤＸグランドデザイン推進事

業は、県内のＤＸ推進のため、くまもとＤＸ

推進コンソーシアムの運営や企業間のマッチ

ング機会の創出等を行うものでございます。 

 ４のデータ連携基盤構築等推進事業は、官

民のデータを連携し、新たなサービスや事業

の創出につなげるため、熊本データ連携基盤

の運用や民間企業等と連携したデータ活用事

例の創出を行うものでございます。 

 ５の相良村情報通信基盤整備支援事業は、

新規事業でございますが、相良村の振興を図

るため、相良村の情報通信基盤の高度化及び

民設民営化に対する支援を補助金で行うもの

でございます。 

 デジタル戦略推進課は以上でございます。 

 

○四方田システム改革課長 システム改革課

でございます。 

 36ページをお願いします。 

 まず、１の庁内情報基盤管理運営事業は、

職員用パソコンの調達、保守、それから職員

が利用しているメールや会議室予約などの情

報システムの運用管理を行うものでございま

す。 

 今年度は、職員用パソコンで使用している

ウインドウズやワード、エクセル等のオフィ

スというソフトがサポート期限の到来を迎え

るため、アップデートを行うこととしており

ます。 

 ２のＩＣＴを活用した働き方改革等推進事

業は、オンライン会議やテレワークシステム

などのＩＣＴツールを活用し、働きやすい職

場環境づくりに向けた取組を継続して進める

ものです。また、このＩＣＴツールを効果的

に活用し、業務の効率化、ペーパーレスのさ

らなる推進を図ってまいります。 

 ３の熊本県総合行政ネットワーク管理運営

事業は、県庁と各広域本部、地域振興局等を

高速回線で接続する熊本県総合行政ネットワ

ークの監視、保守等を行い、業務の基盤とな

る庁内ネットワークの安定運用を図るもので

ございます。 

 今年度は、業務効率化や働き方改革のさら

なる推進のため、職員用パソコンを庁外でも

そのまま利用できるようにするためのシステ

ム構築設計を行います。 

 システム改革課は以上です。 

 

○甲斐政策監 球磨川流域復興局でございま
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す。 

 37ページをお願いいたします。 

 １の令和２年７月豪雨災害からの復旧・復

興の推進は、令和２年７月豪雨災害からの復

旧、復興に向けた取組を推進するものです。 

 主な取組として、(1)復旧・復興プランの

推進と進捗管理、(2)流水型ダムを含む緑の

流域治水の推進、(3)被災地域のまちづくり

と集落再生支援、(4)球磨川リバーミュージ

アム構想の推進、(5)人吉・球磨地域の経済

活性化、雇用機会創出の取組支援等でござい

ます。 

 ２の球磨川流域復興基金交付金は、球磨川

流域復興基金等を活用しまして、被災者の生

活支援、地域コミュニティー施設等の復旧

等、市町村の取組を支援するものです。 

 ３の五木村・相良村の振興は、五木村振興

推進条例に基づき、国、県、村の３者で村の

新たな振興に向けた取組の迅速かつ着実な推

進を図るものです。また、相良村について、

村の振興に向けた県の取組の推進を図るもの

でございます。 

 球磨川流域復興局は以上です。 

 

○小夏会計課長 会計課でございます。 

 38ページをお願いいたします。 

 項目の１から３につきましては、会計事務

の適正な執行の確保、総合財務会計システム

の安定的な管理、また、県公金の確実な保管

及び運用につきましては、これまで同様に、

しっかりと行っていくという内容でございま

す。 

 ４の新総合財務会計システムの構築は、行

政手続におけるペーパーレス、キャッシュレ

ス等を推進するための新しい財務会計システ

ムの構築を行うものでございます。 

 会計課は以上でございます。 

 

○阿南管理調達課長 管理調達課でございま

す。 

 39ページをお願いします。 

 １の物品の適正な出納及び管理は、職員研

修や会計事務検査等を行うものです。 

 ２の適正な入札契約事務及び物品の集中調

達の推進は、各所属を支援するため、競争入

札参加資格の審査を行うとともに、電子入札

システムにより、入札、開札業務を一元的に

行うものです。 

 また、事務の効率化を図るため、本庁にお

ける全ての物品、出先機関の一定額以上の物

品について、当課で一括して調達するもので

す。 

 ３の公契約条例推進事業は、令和５年４月

に施行しました持続可能な社会の実現に寄与

する熊本県公契約条例の取組を推進するため

の広報費などでございます。 

 管理調達課は以上です。 

 

○森公務員課長 人事委員会事務局でござい

ます。 

 40ページをお願いします。 

 １の採用試験事務ですが、今年度に実施し

ます県職員等の採用試験について、採用職種

及び採用予定人数を記載しております。 

 41ページをお願いいたします。 

 ２の「県庁のしごと」魅力発信事業につき

ましては、激しい人材獲得競争が続く中で、

県職員を志望する方々を増やすことを目的と

して、県庁で働く魅力を積極的に発信するも

のでございます。 

 ３の公平審査事務につきましては、職員の

勤務条件に関する措置要求、不利益処分に関

する審査請求、その他苦情相談などの事務を

行うものでございます。 

 最後に、４の給与制度等調査研究事務につ

きましては、議会と知事に対しまして、職員

の給与について報告及び勧告を行うため、民

間給与実態調査等を実施するとともに、勤務

時間その他の勤務条件について調査研究を行

うものです。 
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 人事委員会事務局は以上です。 

 

○石井監査監 監査委員事務局でございま

す。 

 42ページをお願いいたします。 

 まず、１の定期監査等の実施でございます

が、地方自治法に基づきまして、県の各機関

の財務や経営、行政事務の執行につきまして

監査を行うほか、県が補助金等の財政的援助

を行っている団体等につきまして監査を実施

してまいります。 

 次に、２の決算審査等の実施でございます

が、一般会計をはじめ、各会計の決算につい

て審査を行い、知事へ意見書を提出いたしま

す。 

 また、現金の出納に関する例月検査や財政

の健全化判断比率等の審査及び事務の的確、

適正な執行の確保に関する評価報告書の審査

を行います。 

 監査委員事務局は以上です。 

 

○鈴議会事務局次長 議会事務局でございま

す。 

 43ページをお願いいたします。 

 議会費でございますが、円滑な議会運営を

図るため、本会議、委員会等の各種事務を行

うとともに、議員の調査研究その他の活動に

資するため、政務活動費の交付等の事務を行

うものでございます。 

 また、議会棟の適切な維持管理及び長寿命

化を図るため、改修工事を行うものでござい

ます。 

 議会事務局は以上です。 

 

○中村亮彦委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、各部局を一括して質疑を受

けたいと思います。 

 質疑は、該当する資料のページ番号、担当

課と事業名を述べてからお願いします。 

 また、質疑を受けた課は、課名を言って、

着座のままで説明してください。 

 それでは、質疑はございますか。 

 

○渕上陽一委員 15ページの人事課の人材の

確保ということでお尋ねさせていただければ

というふうに思います。 

 今回、２月議会の質問をさせていただくと

きに、いろんな企業とか、学校とか、また市

町村とか、ずっと回らせていただいた中で、

どこも共通したのは、人手不足の件でありま

して、まさしく、これからも多くの業種で売

手市場の状態が続くというふうに思います。 

 まさに、公務員も人材確保に苦労している

ということでお聞きしました。とりわけ小さ

い規模の市町村では、県をはじめ、隣の町と

人材を競合し合いするような状況になってい

るということでもありまして、募集してもな

かなか応募が少なく、ほかの市町村との併願

で、合格した人も辞退をされるという大変厳

しい状況になっているんだということをお聞

きさせていただきました。 

 また、質問の中でも、３年以上勤めてて

も、若手職員が途中で退職する、転職すると

いう話も知事の話で出てきたわけでありま

す。 

 このような中、国においては、総務省か

ら、令和５年12月22日に人材育成・確保基本

方針策定指針というのが示されて、この中を

読んでみますと、単独では育成や確保が難し

い市町村に対する都道府県の支援の在り方も

明記されております。 

 そこで、本県の人材の育成確保について教

えていただきたいというふうに思いますが、

まずは、市町村の県内の現状はどういうふう

になっているのか、また、その現状に対する

県の支援の方針、実績があれば教えていただ

ければというふうに思います。 

 

○藤由市町村課長 市町村課でございます。 

 県内の市町村における人材確保の状況につ
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きましてですが、委員おっしゃいますよう

に、これは全国的になりますが、非常に厳し

いという状況はあるというふうに認識してお

ります。 

 その中で、人が採れないという部分に関し

まして、県のほうから、技術職員を含めた支

援ということもしております。あるいは、県

のほうに事業を代行してもらうということも

しているというところでございます。 

 人口減少の中で人が採れないというのは、

どの業種においても同じというふうな認識は

している中で、市町村におきましては、シス

テムの統合も含めたＤＸ、これをさらに進め

ることで省力化を図っていきたい、少ない人

数でも事務執行に支障を来さないような対応

をしていきたいというふうに思っているとこ

ろが一つでございます。 

 それから、地方創生関係で、事業としても

様々なものが出てまいるというところがござ

いますが、市町村課におきまして、市町村に

対する協議、アドバイスというのもしっかり

しながら、両者で事業を組み立てていくとい

うこともやっていきたいと思っております。 

 それから、もう一つ、各分野ごとの広域連

携といったこともこれから大事になってくる

のではないかというふうに思っておりますの

で、そちらの研究も含めまして、事業を進め

ていきたい市町村をバックアップしてまいり

たいと思っております。 

 市町村課は以上でございます。 

 

○渕上陽一委員 本当に小さい町や村では、

単独で職員の確保は極めて厳しくなってきて

いるというふうに思います。また、県も、そ

もそも厳しい状況にあると聞いておりまし

て、この間聞いたのは、今度県を受験しま

す、入りましたらよろしくお願いしますと、

おじいちゃんのほうから話がありまして、今

度おじいちゃんが断りにおいでになりまし

た。いや、実は県を断って、消防のほうに行

くようになりました、ということを聞いたと

きに、県ですら、そうやって人を採るのが難

しくなってきてるんだなというのをよく分か

ったわけであります。 

 熊本県全体で公務員が少なくなるというこ

とは、大変県全体としても厳しい状況になっ

てくるというふうに思いますので、しっかり

と市町村の取組に寄り添って支援をしていた

だければというふうに思いますので、よろし

くお願いいたします。 

 

○池田和貴委員 すみません、関連していい

ですか。 

 今、渕上先生の質問にちょっと関連してな

んですけれども、私もちょっとここを聞きた

いと思ってたんですが、人材の確保について

は、もう定例会でも様々な議員のほうからも

質問があってますし、今、渕上委員のほうか

らもおっしゃったように、各部もやっぱり足

りないという話はよく聞いてます。特に技術

職も足りないという話も聞いてますし、様々

なところで足りない足りないというお話を聞

いているところでございます。 

 あわせて、今お話があったように、今度は

市町村の足りない分も今度は県のほうである

意味そのサポートをしなければいけない。市

町村合併のときにも話があったんですが、市

町村が広域連携、市町村合併やっていくとき

に、今後の手法としては、その市町村同士の

水平補完といいますか、近隣の市町村で助け

合っていくというやり方と、もうそれがどう

してもできない場合には、垂直補完、国や県

がそこの市町村を支援するというような形も

考えられるというお話があったんですけれど

も、そういうことを考えていくと、あとは権

限の移譲とかもあったりします。 

 そう考えたときに、この人員の確保の管理

計画を見てみると、令和４年度までちょっと

増えてますけれども、令和５年度から、こ

れ、定員管理減っていってるんですよね。本
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当にこれは現実を表してるのか、それとも、

この計画が、例えばその人を確保しようとし

たときに、この計画の数字が現実を邪魔する

ことはないのか、この計画を見直すことはな

いのか、その辺はどういう考えなのか、ちょ

っと聞かせてもらいたいと思うんですけれど

も。 

 

○寺本人事課長 人事課でございます。 

 今の御質問、定員管理計画のお話でござい

ましたけれども、御覧いただきますと、令和

２年度から令和５年度まで、特に令和２年は

災害がございまして、実はこの前に地震があ

りまして、地震があったときに、任期付の職

員ですとか、他県からの応援ですとか、そう

いったところで人数を増やしまして、何とか

確保させていただきました。その後落ち着い

た段階で令和２年の災害がございまして、そ

こで、御覧いただくと任期付職員とございま

すけれども、やはりここでも時限的な対応と

いうことで任期付職員を増やして、何とか対

応させていただいたというところでございま

す。 

 実際数が減ってきているのは、この任期付

職員のところも徐々に減ってきているという

ところでございますが、こちらは、業務の進

捗に合わせて数を減らしてきているというも

のでございますが、今回の説明でもお話しさ

せていただきましたけれども、今後４年の間

では4,229人ということで、数を増やそうと

いうふうに考えておりまして、昨年度の数と

比べると、大体80人ぐらい増やそうというこ

とで考えております。 

 この数字は、任期付職員の数は今88名とい

うことで、令和７年度書いておりますけれど

も、任期付職員、先ほど申し上げたように、

業務の進捗に応じて減らしていくんですけれ

ども、そこを、例えば振り替えながら、任期

のない職員を増やしていくとか、そういった

工夫をしながらマンパワーを充実させていき

たいというふうに考えております。 

 先ほど来、技術職員、市町村の支援という

お話もございましたけれども、県のほうで

は、しばらく前から、技術職員の上乗せ採用

をしておりまして、今年度たしか20人ぐらい

だったと思いますけれども、土木職ですと

か、農業土木職ですとか、林学職を採用しま

して、先ほど市町村課長からもお話ございま

したが、技術支援ですとか、業務受託してバ

ックアップするとか、あとは実際派遣もして

おりますので、そういった形で実は一部始め

ております。というのが一つでございます。 

 あわせまして、人材確保育成方針の件なん

ですけれども、先ほど渕上委員からもお話が

ありましたが、国のほうで、令和５年に見直

しの通知が出ておりまして、あわせまして、

通知に応じて県のほうでも方針の見直しをし

ております。今年の３月に実は見直しをして

おりまして、その中にも、市町村の人材確保

育成についても実は触れているというのが今

回の見直しの特徴でございまして、その中で

も、具体的には、先ほど申し上げたような技

術支援ですとか、採用の在り方についても考

えていくということを明記したところでござ

います。 

 人事課は以上でございます。 

 

○池田和貴委員 はい、ありがとうございま

した。 

 私が懸念しているのは、いろいろ、今の行

政を維持していくためには、やっぱり人手が

必要だというのは、これは多分、現場の皆さ

ん方も分かってるし、私たち議会としても、

今までの質問の状況からすると、皆さんそう

いうつもりだと思うんですよね。 

 その中で、例えば、今言った行政需要に対

応しようとしたときに、ここの計画の数字と

かそういったものが、これがあるから実はこ

れはできないんですよとか、そういう足かせ

にならなければいいなと思って、そこを柔軟
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に対応できるのであれば、私はやっぱり計画

は必要だと思うんですけれども、その計画だ

けが一つその壁になって、現実に対応できな

いような状況が出たらまずいなと思ってるの

で、そういったところをやってもらえれば私

はいいんじゃないかなというふうに思ってお

ります。 

 以上です。 

 

○渕上陽一委員 せっかく入った人が辞めて

いくのは本当に残念だなというふうに思って

おりまして、16ページの健康管理ということ

で、カスタマーハラスメントを含め、あらゆ

るハラスメントの防止等に取り組むというこ

とでありますけれども、このカスハラという

のは、県庁とか出先機関業務にどのような何

か事案があるのか、もしあれば教えてほしい

なというふうに思いますし、その事案に対し

て、対策はどう行っておられるのか、また、

どのようなことをやるというのを予定されて

いるのか、また、そういったカスハラ対応の

ための研修を行っているのであれば、何か具

体的に教えていただければというふうに思い

ますけれども。 

 

○寺本人事課長 人事課でございます。 

 カスタマーハラスメントの実態についての

御質問だということでございますが、昨年カ

スハラの実態調査をさせていただいておりま

す。７割ぐらいの職員から回答をもらってま

して、そのうち３割の職員がカスタマーハラ

スメントを受けた経験があるということで回

答を受けております。 

 多くは、電話で長時間にわたって拘束され

るケースが多いというふうに聞いておりま

す。あと、窓口が多いところでは直接そうい

った事例に当たるケースもあるというふうに

は聞いております。 

 そうした実情を踏まえまして、今年の１月

に、カスタマーハラスメントの対応マニュア

ルを作りまして、カスハラの事例がどういう

事例で、例えば、電話対応で一定程度時間が

経過すれば、対応を切るような目安を示した

り、組織全体で対応することを対応マニュア

ルのほうには書かせていただいております。 

 あわせまして、先ほど申し上げたように、

電話での対応が多いものですから、今年度か

らですけれども、電話機に録音機能をつける

というのを、予算を実はいただいております

ので、本庁は夏前ぐらいに、出先機関は秋以

降、順次設置していくということで予定をし

ております。 

 以上です。 

 

○渕上陽一委員 人材確保と併せて、職員の

健康管理は極めて重要であるというふうに思

っております。今電話録音機能を有効に使っ

ていかれるということでありましたけれど

も、やはり対応中は１対１なんですよね。で

すから、できれば、多分、何か機械を入れれ

ば、１人だけが対応するんじゃなくて、聞く

だけでも、誰かほかにも聞くことができれ

ば、対応している本人は、安心というか、そ

れだけでもまた違うんだろうなというふうに

思いまして、ぜひとも、そういったことも含

めて、これからの対応をしていただければと

いうふうに思いますので、よろしくお願いい

たします。 

 以上です。 

 

○池田和貴委員 それでは、まず、財政課な

んですけれども、予算編成の基本的な考え方

で、こういう形でつくりましたよとあるんで

すが、どうも財政的に、非常に災害のときの

実際の県債の償還が始まるとかいろいろあっ

て、既存事業は３割のシーリングがかかって

るとかという話もちょっと聞いたりをしてま

す。 

 実際、令和７年度はそういうふうにしてや

られたと思うんですけれども、今後そういう
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状況――実際の、そういうその方向性という

か、にわたって、そういうやっぱりシーリン

グをかけざるを得ないような状況になってい

るのかどうなのか、今そういうところをちょ

っと教えてほしいなと思うんですけれども。 

 

○元田財政課長 財政課でございます。 

 池田委員の御指摘の７年度当初予算に係る

分としまして、今回、木村知事が新しく知事

になって初めての当初予算ということもござ

いましたし、財源的な部分でなかなか苦しい

というのもございましたので、昨年夏場か

ら、当初予算に向けましては全事業総点検を

するというような、聖域のない見直しをする

というスタンスで取り組んでまいりまして、

これというのは、全体事業を、県の予算の全

体を圧縮するというよりかは、新しい知事

が、知事としてのカラーを打ち出していくた

めの財源も確保するということ、これまで継

続してきた事業だけではなくて、新しい事業

にも振り向ける財源をどう確保するかという

観点で行ってきたところでございます。 

 本県の財政状況としましては、委員御指摘

のとおりであり、熊本地震、それと令和２年

７月豪雨災害、それとコロナ関係の対応とい

うところで大きく膨らんできた時期がござい

まして、それが大分平時モードに戻ってきつ

つあるというところではございますけれど

も、まだ8,500億弱というような高さでござ

います。 

 まだ、やはりコロナ対応等の予算が残って

おりますので、今しばらくはそういった高さ

が続くような状況ではございますけれども、

ただ一方で、新たな財政需要というのもござ

いますし、委員おっしゃったその災害対応等

の起債の償還がもう本格化してきております

ので、いわゆる起債の公債費、償還財源をど

う確保するかというところも、既に課題とし

て我々としては認識をしているところでござ

います。 

 ただ、そういった財源を確保しつつも、必

要な事業にどう振り向けていくかという、県

全体の予算を縮めればいいというものではな

いというふうに認識しておりますので、工夫

をして財源を捻出する、できるだけ国庫補助

等の財源を確保するですとか、起債ができる

ものを起債をして、ただ、起債をすると償還

も出てまいりますけれども、その一般財源に

負荷がかからないように、全体事業の高さを

確保しつつ、財政再建的な観点も見失わない

ようにと、バランスをいかに取るかというと

ころかと思っております。 

 以上でございます。 

 

○池田和貴委員 分かりました。 

 多分、結構苦労するかなと思います。でも

やはり、財政需要って多分大きいと思うんで

すよね。新しいことをやらなければいけない

こともたくさんあると思いますし、そういっ

たものを確保しながらやっていけるように、

知恵を絞っていっていただきたいというふう

に思いますし、私たち議会も、そういったと

ころに応援できるところは応援をしていきた

いというふうに思っております。 

 続けていいですか。 

 これは35ページになるのか36ページになる

のかちょっと分からないんですが、生成ＡＩ

の活用が少しずつ増えてきていると思うんで

すけれども、その中で、ディープシーク、中

国版の生成ＡＩ、このディープシークを、い

わゆる国や行政機関で使うのはどうかという

議論も多分あるかと思うんですが、熊本県に

おいては、このディープシークの取扱いはど

ういうふうにされているのか、何か方針が決

まっているのかどうなのか、ちょっと教えて

ほしいなと思って。 

 

○四方田システム改革課長 システム改革課

です。 

 今、池田委員から、ディープシークについ
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ての御質問をいただきました。 

 ディープシークについては、本県をはじめ

全国で、やっぱり使うことについての議論と

いうのがなされている状況です。他県におい

ては、検証した上で、ディープシークはもう

使わないという結論を出している県も数県ご

ざいます。 

 本県については、その議論自体をまだ深め

てはおりませんけれども、現状としては、使

用を今見送っている状況でございます。 

 今マイクロソフト社が提供しているコパイ

ロットという生成ＡＩを使用させていただい

ております。 

 今後、他県の状況、それから全国的な状況

も見極めながら、利用について検討してまい

りたいと思っております。 

 以上です。 

 

○池田和貴委員 はい、分かりました。 

 本県ではディープシークの取扱いについて

はまだ議論を始めてないということだったん

ですけれども、組織としてどうするかという

ことがないと、４千何百人、学校の先生まで

入れると何万人、県警の方も入れると、それ

だけの数の人が個人的に使うかどうかという

のは、今の方針がないとどうしようもないの

で、ディープシークの活用については、やっ

ぱり使ったデータがいろいろほかに活用され

るんじゃないかというのが懸念されてるの

で、ここは早めに議論を始めて方針を出した

ほうがいいんじゃないかなと私は思うんです

けれども。 

 で、今後はネットは市町村ともつながるの

で、ある意味市町村もどうするかというのは

多分見てるはずなんで、やっぱりそういうの

も踏まえると、県とすると、そこは考えてい

ったほうがいいんじゃないかなと私は思うん

ですけれども、どがんですかね。 

 

○四方田システム改革課長 システム改革課

です。 

 委員の御指摘のとおり、現時点で非常に危

険性が指摘をされているものでございますの

で、本県、少なくとも業務上のパソコンで

は、フィルターをかけまして、使用できない

ように制限をかけております。ただ、個人的

に使うというのは、やっぱりちょっと防げな

い部分もありますので、そういった職員への

注意喚起も含めて進めていきたいと思ってお

ります。 

 以上です。 

 

○池田和貴委員 何度もすみませんね。 

できれば、ネット上は、あまり制限をかけ

過ぎると、今度は逆に、いわゆるネットでの

よさというか、その辺が消されてしまうとい

うか、そういう部分はあると思うので、そう

いうのも考えながら、利便性を上げるために

はどうやっていくかということも踏まえてや

っていただければと思ってます。 

 すみません、以上です。 

 

○中村亮彦委員長 ほかにございますか。 

 

○西聖一委員 交通政策課のほうにお尋ねし

ます。 

 30ページからですかね。 

 先ほど公務員の人材不足もありましたが、

公共交通機関も人材不足がもう激しくて、結

果的には便数が減るというのはもう皆さん御

存じかと思いますけれども、個人的な意見で

すけれども、昔はバスも電車もＪＲも全てや

っぱり公務員がやっていたから公共交通機関

という名で通っていましたけれども、今はも

う民間がほとんどですから、どうしてもコス

トでいくと、地方路線は切り捨てられていく

というのが悪循環になっていると思うので、

県としては、全体を担う部分として、地方路

線の運転手とか、そういう人材確保にやっぱ

りもっと力を入れていただきたいなというの
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が１点。 

 それから、31ページ。 

阿蘇くまもと空港関連で、国際線、国内

線、取り組んでいらっしゃいますけれども、

国内線については、北海道とか沖縄に行く便

はどうしてもやっぱり福岡中心の便利がいい

ので、熊本県には直行便がなかなかないとい

うので、そういう対策をしっかり取り組んで

いってほしいなというのと、国際線について

は、台湾路線はもうどんどん行きましたけれ

ども、中国路線はずうっと言いながら全然で

きてない。そういうところをどんどんどんど

ん利用者数を増やしていかないと、次に控え

るアクセス鉄道の利用計画、これにも響いて

くるので、やっぱり元を増やさないと、アク

セス鉄道の収益も影響あるというところを考

えて、そういうところの何か、これから構想

があれば教えていただきたいと思います。 

 

○牧野交通政策課長 交通政策課でございま

す。お尋ねありがとうございます。 

 まず１点、公共交通の特に人材確保の面で

御質問いただきました。 

 これまでやはりコスト高ということで、地

方の路線の切捨ての懸念というのもかなり世

の中にあるものと認識をしてございます。 

 まず、ちょっと、令和６年の２月補正にお

いて、地方公共交通バス対策事業ということ

で、その運転士の確保について予算を計上さ

せていただきまして、お認めいただいたもの

と考えてございますけれども、まず、その足

元の若い方にもきちんとバスの運転士になっ

ていただく、担い手を、裾野を広げていくと

いうこと、これ自体、公共交通の全体の裾

野、質、それから魅力を全体としてどう引き

上げるかというところに関わってくるものと

考えておりますので、我々のほうできちんと

検討、議論しながら取り組んでいきたいと考

えております。 

 その際に、やはり地方路線、重要だと考え

てございますので、そこのローカルの部分、

きちんとその需要に見合った最適な規模とい

うのも、いろいろ模索しながら、一方で、き

ちんとそこの生活の足が確保されるように取

り組んでいきたいと考えてございます。 

 また、２点目、空港、国内線、国際線のほ

うの取組についてお尋ねをいただきました。 

 北海道、沖縄直行便の関係、福岡に行って

しまうという委員御指摘のとおりかと思いま

す。 

 まず、北海道のほうにつきましては、チャ

ーター便を誘致しまして、その中で、熊本か

ら北海道、北海道から熊本に来ていただく需

要をどんどん喚起をしていって、ＰＲも含め

て取り組んでいきたいと考えておりますし、

沖縄線の関係も、引き続き、ちょっとこう何

かできないかということは模索をしてまいり

たいと考えてございます。 

 また、国際線につきまして、委員御指摘の

とおり、台湾の路線、かなり拡充してきてい

るところでございますけれども、当然、中国

に関しても、そこのアクセスというのも、住

民の方、利用される方の選択肢を広げるとい

う意味において、また、御指摘いただいたア

クセス鉄道の収支を検討していく上でも、や

はり利用者が増えるという点においては、き

ちんと、様々な路線を広げていくというとこ

ろは検討しなければいけないと思っておりま

すので、今後、中国を含め、ほかの東南アジ

アとかも含めて、きちんとまた台湾のほうも

力を入れながらやってまいりたいと考えてご

ざいます。 

 交通政策課は以上です。 

 

○西聖一委員 蒲島知事から、大空港構想は

着々と進んでますけれども、やっぱり実績を

しっかり伴うように期待しておりますので、

よろしくお願いします。 

 

○橋口海平委員 今のに関連して少しだけ、



第２回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録（令和７年４月21日) 

 - 19 - 

バスと空港について質問させていただきま

す。 

 よく空港を使っているときに、バスに長蛇

の列とかというのをよく見かけるんですが、

今、バス需要とかとバランス――空港に降り

てくるのとバス需要の関係ってどんなふうに

なってるのかというのは把握されてるんでし

ょうか。 

 

○牧野交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 すみません、今ちょっと手元に詳細なデー

タはございませんので、追ってちょっと確認

の上御返答できればと思いますけれども、バ

スの利用、それから空港ライナーということ

で、肥後大津駅まで空港から提供している輸

送手段もございますが、いずれにしまして

も、どちらの交通手段を含め、また、自動車

利用もありますけれども、かなり利用者が増

えているというところはございますので、き

ちんとそこの対策は取ってまいりたいと考え

てございます。 

 以上です。 

 

○橋口海平委員 よろしくお願いします。 

 

○池田和貴委員 すみません、ちょっと関連

してなんですけれども、先ほど、地方のいわ

ゆる路線とかを確保することが大事だという

のは西先生のお話もございました。私も天草

市選出なので、そこはぜひお願いしたいと思

うんですが、その中の離島航路振興というの

が30ページの１の(4)番になるんですけれど

も、これ、離島振興なので、例えば御所浦と

湯島、ここは離島として地域振興課の中にも

書いてありましたけれども、苓北町と長崎県

を結ぶ航路があるんですよね。これ、離島並

みに扱うというふうに国交省が、２～３年前

かな、もっと前かな、これちょっと変えてく

れたんですけれども、そうすると、苓北町か

ら長崎県に行くその航路も、この離島航路振

興という範疇に、もしやろうとすると入って

くるということで考えていいのかな。それは

どうなんでしょうね。実際は離島航路じゃな

いんだけれども、離島航路並みに扱うという

のが……。 

 

○牧野交通政策課長 交通政策課でございま

す。お尋ねありがとうございます。 

 国交省の関連で離島航路並みにするという

話があったということでございます。すみま

せん、そこは一度ちょっと確認をさせていた

だきたいと思います。また追って説明させて

いただければと思います。 

 

○池田和貴委員 はい、分かりました。 

 

○中村亮彦委員長 ほかにございますか。 

 

○堤泰之委員 戻りまして15ページのほうを

お願いいたします。 

 現状の職員さんの実働の状況というのをち

ょっとお聞きしたいと思いまして、今療養中

の方、ちょっと増えてらっしゃ――長期療養

の方もいらっしゃると思いますし、あと、産

休、育休が今積極的に県としても増やしてい

らっしゃると思いますが、お願いいたしま

す。 

 

○寺本人事課長 病気療養の関係とかですか

ね。 

 

○堤泰之委員 主に。 

 

○寺本人事課長 はい、分かりました。 

 県庁の中でも、やはり精神疾患で休みをい

ただいている職員も一定程度おりまして、大

体年間、ここ５～６年の平均を見ますと30名

から50名ぐらいの職員が休職という形でお休

みをいただいている職員がおります。 
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 どうしても職員の心の問題というのは、我

々も当然憂慮すべきことだと考えております

し、健康管理上だけではなくて、当然県民サ

ービスの低下にもつながりますので、しっか

り対応していきたいと思っております。 

 まず、相談体制ですとか、メンタルヘルス

の研修の充実とか、そういったところをしっ

かり対応していきたいと思いますし、元気に

なられて復職をされた場合には、復職支援を

しっかりやっていくと、こういった取組が必

要かなというふうに思っております。 

 育休のお話がございましたけれども、これ

まで女性の職員が育休を取るケースが多かっ

たんですが、県を挙げて男性職員の育休取得

を進めておりますので、かなり男性職員の中

でも育休を取得する職員が増えてきておりま

す。 

 昨年度でいきますと、育児休業を取得した

のが、たしか50名を超えて取得をしておりま

す。ちょっと具体の率、昨年度の数字は今検

証中でございますけれども、年々増えてきて

いるという状況にあろうかと思っておりま

す。 

 どうしても育休で休まれた場合は、その分

の、お休み入られたときの人材、マンパワー

不足のバックアップというのは必要になりま

すので、昨年度からなんですが、男性育休が

出た職場に、サポート職員ということで会計

年度職員を20名程度入れまして、そういった

職員でバックアップするというような取組も

進めておりますので、そうした取組を進める

ことで、育休に入るときに、心理的に入りや

すいといいますか、遠慮しないというような

雰囲気づくりをしっかりやっていきたいと思

っております。 

 以上です。 

 

○堤泰之委員 実は、ある経営者の方から、

やはり、職員さんの中で、休んでは復職し

て、また休まれる方が多いというイメージを

持たれている方からの御質問がありました。

私としては、県の職員さんたちが非常に激務

だということも、特にここ数年、環境の変化

というのもよく感じておりますので、それが

イコール適性の問題ではないとは思います

が、育休増やすに 当たっても、民間のほう

も増やせと言われながらなかなか現実的にで

きていないという、経営者の方々の今の立場

もあるかと思いますので、そういった情報提

供と、真摯な今の対策というものをしっかり

と説明を、オープンに、開示していくことが

大事ではないかなというふうに感じたところ

です。 

 私のほうでも、そういったお話を、事があ

ればお答えしてまいりますので、ぜひ、これ

から先の育休、あるいは働きやすい、こども

まんなか社会の実現についてもよろしくお願

いします。 

 

○中村亮彦委員長 ほかにございますか。 

 

○池田和貴委員 38ページ、会計課のほうに

ちょっとお尋ねをしたいことがあります。 

 昨年で大きく変わったことが１つあって、

それは、ゼロ金利から金利のある社会に、社

会が動いていったってことだと思うんですよ

ね。ゼロ金利解除になって、これから本当に

インフレになっていく時代でもありますし、

いわゆる金利がかかってくるということにな

ります。 

 そういった意味では、財政も今までのゼロ

金利の時代の考え方を引きずってていいのか

なというのがあって、金利がついてこれから

また上がっていくような時代に向けて、何か

こう、会計課とすると、やっぱり扱うお金が

大きいので、こっちからこっちにお金を移そ

うとしたときに、若干でも、そこで金利を生

むような形を取ってもらえれば、少しでも県

の財政にはプラスになるようなところがあっ

て、今まで、県の会計課も幾つかそういうこ
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ともやられてたというのを私も知ってるんで

すけれども、その辺はどう考えてるのかなと

思って、ちょっとお聞かせいただきたいなと

思います。 

 

○小夏会計課長 会計課でございます。 

 今、池田委員がおっしゃっていただきまし

たように、会計課のほうでは、様々な歳計現

金、また歳計外現金、基金も含めまして、お

金のほうをお預かりして、１つは支払いとか

そういう部分、やっている部分と、あと、資

金運用のほうをさせていただいております。 

 預金の一部、また、基金の一部につきまし

て、例えば引き合い預金といいまして、入札

をして、金利を入札で決めて、一定期間預金

をさせていただく部分で利息を上げる部分。

あと、債券の購入というもので、国債とか、

そういう公的な債券関係が主ですけれども、

そういったものを購入いたしまして、例え

ば、それも短い５年、10年の期間のものから

20年というようなものを組み合わせまして、

そこのまた利息収入ということで運用を図っ

てきております。 

 その中で、おっしゃいましたとおり、コロ

ナの期間を含めまして、もう金利がほとんど

ないというような状況が続いておりましたと

きは、あまり大きく動かすようなこともでき

ない部分もございましたけれども、例えば、

４年、５年度ということで少しずつちょっと

金利のほうも上がってきておりまして、例え

ば、令和５年度のこれは実績でございます

が、預金、債券合わせまして、2,150億程度

運用をしております。その中で、運用益とし

ましては、７億1,800万ほどの利息収入を上

げているということで、これは、その前の年

からしますと3,000億程度上がっておりまし

たり、また、令和６年度の分は最終的な数字

はまだこれからになりますが、そこからまた

２億ほど利息収入、上がる形で、金利が少し

ずつ上がってきておりますので、これにつき

ましては、当然令和７年度におきましても、

大体この2,000億から3,000億弱ぐらいの間で

年間通じて運用してまいりますが、先ほど申

し上げましたように、できるだけ効率的に利

息が生めるところにということで、預金、債

券含め、年度当初に資金運用計画も今作成中

でございますが、つくってまいりまして、そ

の中で、また年間通して計画は決めますけれ

ども、その中の金利の動きもまた見ながら、

途中途中でもまた新しく、預金切り替えたり

債券購入したいというような動きもしてまい

ります。 

 できるだけ、令和５年度、６年度以上の利

息の実績を上げていけるようにということ

で、現在検討しているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○池田和貴委員 はい、分かりました。 

 意識していただいているみたいでよかった

と思ってます。ただ、その2,000億ぐらいを

運用して、2000億１年間運用すると、大体１

％の運用利益が出ると20億なんですよね、単

純に言えば。もちろんそれは安全を確保しな

がらなので、必ずしも高い金利のところに行

けばいいという話じゃないんですけれども、

公金だから。 

 ただ、そういった意味では、2,000億の運

用があるということは、１％できれば20億、

そこで確保できればそれはかなり県財政にと

っても大きいわけですよね。ですから、そこ

はやっぱり知恵の絞りどころで、安全でかつ

少しでも皆さん方が、人間が一生懸命汗流し

て稼いでるように、県が持ってるお金にも汗

流してもらって、稼いでもらいましょうよ。

そこをぜひ頑張っていただきたいと思いま

す。 

 以上です。 

 

○小夏会計課長 ありがとうございます。 

 昨年までの金利が、令和５年度まででいき
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ますと、例えば預金の利回りが平均しますと

0.003％ですとか、ただ、債券のほうは0.742

％ということで、ちょっと平均しますとまだ

0.3から0.4ぐらいの利息になっておりますけ

れども、当然今年度はもっと利息上がってく

るものと思っておりますので、委員におっし

ゃっていただいたように、できるだけ効率的

なものを検討させていただきたいと思いま

す。ありがとうございます。 

 

○池田和貴委員 頑張ってください。 

 

○中村亮彦委員長 ほかにございますか。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり） 

○中村亮彦委員長 なければ、以上で質疑を

終了いたします。 

 次に、その他に入ります。 

 その他で委員から何かございますか。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり） 

○中村亮彦委員長 なければ、以上で本日の

議題は終了いたしました。 

 最後に、要望書が１件提出されております

ので、参考としてお手元に写しを配付してお

ります。 

 それでは、これをもちまして第２回総務常

任委員会を閉会いたします。 

  午前11時24分閉会 
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